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   開     議 

 

 

○渋谷佐輔議長 おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の会議に欠席の通告議員は、15番、町田

義昭議員の１名であります。 

 よって、ただいまの出席議員は、定足数に達

しております。 

 本日の会議は、配付しております議事日程第

４号をもって進めます。 

 

 

 日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○渋谷佐輔議長 日程第１、市政一般に関する質

問を昨日に引き続き行います。 

 なお、梅津善之議員からパネルの持ち込みに

ついて申し出があり、許可いたしましたので、

ご報告いたします。 

 それでは、順次ご指名いたします。 

 

 

 浅野敏明議員の質問 

 

 

○渋谷佐輔議長 順位11番、議席番号２番、浅野

敏明議員。 

  （２番浅野敏明議員登壇） 

○２番 浅野敏明議員 おはようございます。 

 一般質問最終日の１番目になります。創生会

の浅野敏明です。このたびの一般質問では環境

に配慮したまちづくりの視点でご質問をいたし

ますので、よろしくお願いいたします。 

 １番目の質問は、低炭素のまちづくりについ

てご質問いたします。 

 2020年以降の地球温暖化対策の枠組みを決め

る国連気候変動枠組条約、第21回締約国会議、

ＣＯＰ21気候変動パリ会議が昨年11月30日から

開催され、12月12日にパリ協定が正式に採択さ

れました。この先も二酸化炭素濃度が上昇すれ

ば今世紀末に気温が３度程度上昇すると予想さ

れています。そうなれば干ばつ、異常気象、海

面の水位の上昇、感染症の拡大、生物種の絶滅

など、取り返しのつかない被害が危惧されてい

ます。 

 今回の合意は、将来の社会のあり方を変える

とも言われる歴史的な合意と言われています。

日本全体で温室効果ガス削減に取り組むための

地球温暖化対策計画の政府原案が去る３月４日

に公表されました。2030年度までに2013年度比

26％削減する目標に向け、家庭やオフィスの排

出量を４割減らすとするものです。また、長期

的には2050年に80％削減を目指すとしています。

平成23年３．11の東日本大震災以降、原子力発

電の再稼働に慎重になっており、再生可能エネ

ルギーの普及が鍵を握ると言われています。 

 長井市においても企業や一般家庭に先駆けて、

地球温暖化対策として二酸化炭素排出量の削減

に向けて、率先して行政として施策を講じなけ

ればならないと思います。 

 長井市の地球温暖化対策として平成26年３月

に策定された第３次長井市環境基本計画では、

1997年に採択された京都議定書に基づく温室効

果ガスの削減を目標としていますが、課題とし

まして、一つ、地球温暖化問題の関心の向上の

項目では、積極的な環境行動の実践として省エ

ネルギーによる住宅や高効率機器の採用、低公

害車の利用や普及、啓発が必要とされています。

２つ目、再生可能エネルギー利用の促進の項目

では、太陽光発電やバイオマス発電などの利用

促進が必要とされています。３つ目、環境整備

や改善の項目では、公共交通の利用促進による
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燃焼燃料の使用抑制など、地域全体での環境整

備が必要とされています。環境型社会の形成の

項目では、レインボープランによる生ごみの分

別収集、堆肥化を継続し、ごみ焼却処分量を削

減し、二酸化炭素の排出の少ない循環社会の形

成が必要とされています。 

 また、長井市として公共施設に太陽光発電シ

ステムや太陽熱利用機器などの導入、ＬＥＤ照

明への交換など、率先的な環境行動が必要とさ

れており、具体策として公用車の更新時の低公

害車の購入の検討や太陽光発電などの自然エネ

ルギーやバイオマス発電の利用、導入を検討す

るとしています。 

 改めてＣＯＰ21における地球温暖化対策の合

意を受けて、どのように受けとめておられるの

か、市長にお伺いします。あわせて今後の長井

市における低炭素化の取り組みについて市長に

お伺いいたします。 

 また、ＣＯＰ21の協定にのっとり国の地球温

暖化対策計画が示されました。それを受け、長

井市環境基本計画の中間見直しが必要と思いま

すが、市民課長のお考えを伺います。あわせて

これまでの取り組みの中で今まで防犯灯のＬＥ

Ｄへ交換した割合は全体のどの程度になるので

しょうか。あわせて公共施設における照明灯の

ＬＥＤ化も含めて、今後の取り組みについて市

民課長に伺います。 

 また、公用車の更新時における低公害車の購

入状況と今後の購入計画について財政課長に伺

います。 

 これからのまちづくりは低炭素の視点で環境

に配慮したコンパクトなまちづくりを構築して

いくことが重要になると思います。昨年の９月

定例会の一般質問で再生可能エネルギーの推進

についてご質問をしましたが、このたびは環境

に配慮した施策として再生可能エネルギーのう

ち循環型バイオマス発電の普及についてご質問

いたします。 

 さきの質問では今後の当市における再生可能

エネルギーの施策としてエネルギービジョンを

策定すべきとの質問には、今後のエネルギーの

計画を立てていくとの答弁をいただきましたが、

その後の取り組みについて地域づくり推進課長

に伺います。 

 バイオマス発電の推進については、平成21年

にバイオマス活用推進基本法が制定されました。

第４条では、地球温暖化の防止に向けて推進す

るとし、第５条では、循環型社会の形成を推進

するとしています。第８条では、バイオマス活

用の推進によりエネルギー源として利用される

など、最大限に利用することなどの基本理念を

規定しています。また、第14条では、国の責務

として基本理念にのっとり、バイオマスの活用

の推進に係る施策を総合的に策定し、実施する

としており、第15条では、地方公共団体の責務

として、諸条件に応じた施策を策定し、実施す

るとしています。 

 長井市レインボープランにおけるリサイクル

コンポストセンターは、農水省の補助を受け、

平成８年11月に完成し、ことしで20年目になり

ます。中央地区約5,000世帯で生ごみを分別、

生ごみを収集し、コンポストセンターで堆肥化、

その堆肥を使って農産物を生産する取り組みと

して、台所と農業をつなぐ循環の理念はすばら

しいものであり、市民はもとより全国の先進地

としてその役割を担ってきました。しかし、コ

ンポストセンターの建設から20年が経過し、施

設の老朽化対策は喫緊の課題ではないでしょう

か。平成26年度の決算では、コンポストセンタ

ー運営事業で約2,520万円、その他生ごみの収

集にかかる経費に約1,200万円、合わせて3,720

万円が計上されています。今後も同等以上の経

費が必要ではないでしょうか。また、コンポス

トセンターの収入である堆肥の販売額は、経費

に対し約3.8％の約140万円となっています。今

後施設の更新に当たってはＢバイＣの考えも入
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れ、採算性を考慮し、持続可能な施設を検討す

べきではないかと思います。 

 愛知県大府市では循環社会の産業都市を目指

し、平成25年４月にバイオマス産業都市構想を

策定、その年に認定され、それを受けて民間事

業者が農水省の補助事業を活用し、バイオマス

発電施設が平成27年７月に完成しました。バイ

オマス発電施設では、一部家庭生ごみやコンビ

ニなどの飲食店の事業系生ごみのほか、牛ふん

などを原料として食品ごみを専用施設で発酵さ

せ、発生したメタンガスを使って発電していま

す。固定価格買い取り制度を利用して売電によ

り収益を上げ、あわせて乾燥堆肥を農家に販売

する計画としています。 

 バイオマス産業都市構想の認定が農水省の補

助事業である地域バイオマス産業化整備事業に

結びつくものと思いますが、その制度の概要に

ついて農林課長に伺います。あわせて認定を受

けている自治体はどの程度あるのか、食品系と

木質系、その他に分けてお答え願います。 

 大府市の取り組みを参考にし、レインボープ

ランにおける循環型社会の理念は継承しながら、

再生可能エネルギーに係る固定価格買い取り制

度を利用した売電で一定の収入も見込まれます。

また、中央地区限定の家庭生ごみの収集を市内

全域に拡大が可能であり、検討すべきと思いま

すが、市長のお考えを伺います。 

 次に、２番目、コンパクトなまちづくりにつ

いてご質問します。 

 長井市中心市街地活性化基本計画、以下、中

活計画といたします、が策定され、既に内閣府

に申請し、３月に認定の見通しと説明を受けま

した。中活計画はコンパクトなまちづくりを実

現していくため、都市機能の無秩序な拡散防止

や中心市街地への都市機能の集積を推進する上

で不可欠な計画であり、まちなかのにぎわいを

創出する計画に期待をしたいと思います。 

 長井市中活計画の基本方針では、一つ、市民

と観光客が集い、魅力あるまちづくりの項目で

は、長井市が持つ歴史や文化、自然等の豊富な

資源に磨きをかけ、観光交流センターや複合施

設等の拠点整備により、人、もの、情報の交流

を推進するとしています。２つ目、商業活動の

活性化と多様な雇用の創出によるにぎわいのあ

るまちづくりの項目では、商業的な複合施設整

備や商店街組織による町並みによる商機能を充

実し、にぎわいと交流のある魅力あふれる中心

市街地づくりを進めるとしています。３つ目、

快適で安全に暮らせるまちづくりの項目では、

多様な公共施設や公共交通が集約されているこ

とを生かし、コンパクトシティーを確立し、地

域コミュニティー機能を充実させ、快適な暮ら

しと楽しく活動できるまちづくりを進めるとし

ています。いずれもコンパクトなまちづくりの

施策で低炭素のまちづくりに資する計画だと思

います。 

コンパクトシティーの促進については、平成

26年５月に都市再生特別措置法の改正により、

都市の集約を進めるため立地適正化計画の策定

を通じて、まちなかへの機能立地を誘導する仕

組みが導入されました。コンパクトシティーは

医療・福祉・商業施設や住居等がまとまって立

地し、高齢者を初めとする住民が公共交通によ

り生活利便施設等にアクセスできるなど、福祉

や交通なども含めて都市全体の構造を見直し、

コンパクトなまちづくりと連動した交通ネット

ワークを形成し、歩いて暮らせるまち、商業や

介護、子育てなど、生活に必要なサービスを受

けやすいまち、安心して住めるまちなど、生活

の質の持続的な確保を目指すものです。 

 コンパクトなまちづくりには都市機能や生活

利便施設等の集約と５つの拠点を結ぶ交通ネッ

トワークとともに、市街地の循環交通ネットワ

ークが必要だと思います。自家用車を運転でき

ない市街地の市民も郊外の商業施設で買い物が

スムーズにできるように、またヨークベニマル
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長井店の閉店に伴う買い物難民対策の一環とし

て循環バス等の導入は必要ではないでしょうか。

地域づくり推進課長に伺います。 

 都市再生制度では長井市が策定予定の立地適

正化計画と都市再生整備計画の策定が必要とさ

れています。立地適正化計画は、一部の機能だ

けでなく居住や医療、福祉、商業、公共交通等

のさまざまな都市機能と都市全域を見渡したマ

スタープランとして機能する市マスタープラン

の高度化版と言われています。今後のコンパク

トなまちづくりには欠かせない計画であり、中

活計画に沿った事業を行う必要があると思いま

す。都市マスタープランの見直しと立地適正化

計画は、極力中活計画の期間と合わせて策定す

べきだと思いますが、今後のスケジュールにつ

いて市長に伺います。また、第２期都市再生整

備計画事業は平成28年度で完了になりますので、

第３期都市再生整備計画事業を平成29年度から

進めるには、平成28年度中に都市再生整備計画

を策定する必要があると思いますが、策定のス

ケジュールについて建設課長に伺います。あわ

せて地域再生計画が策定され、内閣府に申請中

との説明を受けましたが、計画の概要と中活計

画や立地適正化計画とのかかわりについて、総

合政策課長に伺います。 

 次に、３番目、都市計画緑地の環境整備につ

いてご質問します。 

 市街地に隣接する最上川の両岸は都市計画法

第11条第１項第２号に基づく都市公園の都市計

画緑地として都市計画決定されています。平成

９年にその一部として最上川河川緑地公園が整

備され、全体面積約242ヘクタールのうち4.65

ヘクタールの供用が開始されました。今後、自

然を保全するゾーン、舟運の歴史ゾーン、観光

交流センターに隣接する川の駅ゾーン、多目的

広場や市民農園などのゾーンなどを区分し、計

画的に環境整備する必要があると思います。 

 また、第１期長井地区かわまちづくり計画で

は、平成21年度から平成26年度までの国の支援

事業として、フットパスコース、飛び石、石の

階段、船通し水路や船着き場などが整備されま

したが、未着手の事業も多くあったと思います。

このたび豊田地区かわまちづくり計画とあわせ

て、第１期の区域における計画の見直しも含ま

れるとお聞きしましたが、今後の計画はどのよ

うに進められるのか、建設課長にお伺いします。 

 （仮称）かわと道の駅はようやく着手されま

したが、魅力ある川の駅としての機能を充実す

るためにも、隣接する都市計画緑地の環境整備

が必要になると思います。第３期都市再生整備

計画において、隣接する都市計画緑地の整備を

含めて計画すべきだと思いますが、今後の計画

について市長にお伺いします。また、既に国交

省が買収している河川敷地については、劣悪な

環境を改善するため、仮設駐車場として先に整

備するとの答弁をいただきましたが、今後の予

算措置についてあわせて市長に伺います。 

 以上で壇上からの質問を終わります。ご清聴

ありがとうございました。（拍手） 

○渋谷佐輔議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 おはようございます。 

 浅野敏明議員から環境に配慮したまちづくり

ということで、私のほうは４点ほどご質問、ご

提言をいただきましたので、お答え申し上げま

す。 

 まず最初に、低炭素のまちづくりについて。

環境基本計画についてはどうなっているのかと

いうご質問でございます。 

 近年、気象変動というべきよりむしろ異常気

候が多発している状況でございますけれども、

その原因は地球温暖化の影響ではないかと言わ

れていることから、長井市にとりましても地球

温暖化対策は非常に重要なことであるというふ

うに認識しております。長井市では以前から環

境に対する意識が高く、その取り組みは先進的

だと評価されているところでございます。レイ
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ンボープランあるいは不伐の森条例などはその

代表例だと思います。 

 環境基本計画や地球温暖化防止実行計画につ

いても、ほかの市町村に先駆けて策定してまい

りました。しかし、地球温暖化対策は日本全体、

世界全体で取り組まなければ効果を上げること

ができないというふうに思います。国がリーダ

ーシップを発揮して私ども地方自治体や国民を

巻き込んだ取り組みをしていただく必要がある

と考えます。ＣＯＰ21、パリ協定を受けまして、

来年度は国も新しい施策を打ち出してくるもの

と予想されます。その際は長井市としても前向

きに捉えて取り組んでいかなきゃいけないと考

えております。 

 今後の長井市における低炭素化の取り組みに

ついてでございますが、市ではこの３月１日に

庁議でこの議題を議論いたしまして、第２次地

球温暖化防止実行計画、これは事務事業編とい

うことで、これを定めたところでございます。

この計画は、長井市役所が一事業者として温室

効果ガス削減に向けてどんな取り組みをしてい

くのかについて定めたものでございます。昨年

から環境審議会などでの協議を始めまして、こ

のたび策定作業を終了したところでございます。

二酸化炭素などの温室効果ガス削減に向けて着

実に歩みを進めていきたいというふうに考えて

いるところでございます。 

 続きまして、２点目の環境型バイオマス再生

可能エネルギーについてのご提言でございます。

浅野議員からは愛知県の大府市の取り組みを参

考として紹介いただきましたけれども、これは

レインボープランにおける循環型社会の理念は

継承しながらバイオマス発電に取り組むととも

に、中央地区限定の生ごみの収集を市内全域に

拡大することを検討すべきでないかというご提

言でもございます。 

 これは浅野議員から紹介ございましたように、

愛知県大府市は北部が名古屋市に、東部が三河

地方に接しておりまして、大府市自体は平成24

年度末で人口が約８万8,000人となっておりま

す。大府市では平成25年４月にバイオマス産業

都市構想を策定いたしましたが、その概要は、

半田市、常滑市、東海市、知多市、大府市、ま

た東浦町、阿久比町、武豊町、美浜町、南知多

町の５市５町の知多地域において、大体人口は

30万から40万ぐらいだと思いますが、生ごみバ

イオガス発電施設を拠点に他の諸施設との有機

的連携によりまして、バイオマス資源とエネル

ギーを地産地消する都市近郊型のバイオマス・

新エネルギー利活用ネットワークの構築を目指

すものということでございます。 

 事業化プロジェクトとして生ごみバイオガス

発電施設の整備が掲げられておりまして、昨年

７月に総事業費約25億円で、処理能力１日当た

り70トン、発電出力625キロワット、発電量と

しては約1,500世帯分のバイオガス発電施設が

完成し、稼働しているということでございます。

また、愛知県や知多地域の５市５町、名古屋大

学、豊橋技術科学大学等によって、知多地域に

おけるバイオマス・新エネルギー利活用ネット

ワークの構築もなされているようでございます。 

 レインボープランの基本的な考え方は地域循

環でありまして、各家庭で生ごみとして分別さ

れたものをコンポストセンターで堆肥にし、こ

のできた堆肥を農地に還元して、そしてよみが

えった土壌で生産された農産物を再び台所、市

民に還元するというシステムなことはご承知の

とおりでございます。現在、コンポストセンタ

ーで生産された堆肥は年間360トン出荷されて

おりまして、それが農産物に利用されておりま

す。コンポストセンターがバイオガスの発電施

設に変わる場合は、生成されるものが脱水ろ液

と脱水汚泥になりますので、コンポストセンタ

ーでできる堆肥とは質が異なってくるというふ

うに考えられます。脱水ろ液と脱水汚泥がレイ

ンボープランの堆肥となり得るのかどうかは、
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レインボープラン推進協議会の皆様との協議の

中で違ったものになるんじゃないかというよう

な意見が多いというふうに、私は伺っておりま

す。 

 したがって、大府市の生ごみは一般廃棄物系

以外にも食品加工工場や農産物加工場、流通業

界等から大量に発生してるということがありま

して、実際に事業系の生ごみを利用しているよ

うですが、長井市の場合、生ごみの収集を市内

全域に拡大するということは、その経費や生ご

みの量に対する売電収入の面からもしっかり検

討する必要があると考えておりますが、むしろ

長井市ではレインボープランの生ごみを中央地

区以外からも集めて、それをバイオマス発電と

か、そういった熱エネルギーに、再生可能エネ

ルギーに利用するというよりは、従来どおり中

央地区の市民の皆様から収集いただいた生ごみ

については、コンポストセンターでやはりコン

ポストとしてこれからも提供して、それ以外の

事業用の生ごみを収集、協力いただいて収集し

て、それと公共下水道処理センターの汚泥プラ

ス例えば、これはどのぐらい収集できるか今後

の調査によるわけですが、もみ殻であったり、

あるいは堆肥等を活用してまた別のバイオマス

発電もしくはバイオコークスみたいな形の、い

わゆる固形の燃料に変えていくということで、

長井市のほうではことし国土交通省の創蓄省エ

ネルギーの調査事業を受けましたので、それら

に基づいて今後の新たな再生可能エネルギーの

あり方について検討してまいりたいと思ってま

す。 

 続きまして、３番目でございますが、コンパ

クトなまちづくりについてということで都市再

生制度について、都市マスタープランの見直し

と立地適正化計画策定の今後のスケジュールに

ついてどうかというご質問でございます。 

 現在の長井市の都市計画マスタープランは、

浅野議員もご承知のとおり、平成12年の３月に

策定したものでございまして、現在の社会情勢

は、今から16年前の計画でございますんで、策

定時点の想定とは大きく乖離しているというふ

うに思います。また、この間、第五次総合計画

がことし28年が３年目でございますので、その

策定にあわせた、総合計画を踏まえた改定を行

うべく、今年度、27年度ですけども、住民意識

調査を含む基礎調査を行っているところでござ

います。 

 今後のスケジュールといたしましては、市民

の皆様を委員とする策定委員会を立ち上げまし

て、平成28年度に市全体の構想を仕上げまして、

平成29年度に市内各地区の構想、計画の完了へ

と進めてまいりたいと考えております。 

 立地適正化計画につきましては、総合計画や

都市計画マスタープランに基づいて、コンパク

トなまちづくりを都市政策全体の観点から進め

ていくための計画でございます。既に第五次総

合計画でコンパクトなまちづくりを進めるとの

方向も示されておりますので、都市計画マスタ

ープランの見直しを先行させつつ、今年度行っ

た基礎調査の結果を利用して、都市計画マスタ

ープランの見直しと並行してこの立地適正化計

画策定の準備を進めてまいります。必要に応じ

て28年度に補足調査を行いまして、平成29年度

に着手、平成30年度の完了を目指したいと考え

ているところでございます。 

 続きまして、４点目でございますが、都市計

画緑地の環境整備について、新たなかわまちづ

くり計画についてのご質問でございます。 

 最上川河川緑地の整備につきましては、現在

ある計画といたしまして国のかわまちづくり支

援事業で平成21年度に国の認可を受けまして、

平成24年度に変更が認められました国のかわま

ちづくり計画がございます。この計画では、長

井市が行う事業としてかわと道の駅、これは仮

称でございますが、のほか、最上川の河川敷に

ついて最上川河川緑地公園の南端から野呂川ま
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での面的に整備する計画とされております。こ

のうちかわと道の駅につきましては、観光交流

センターとして現在工事を進めておりまして、

計画どおり平成28年度の完成を予定しておりま

す。 

 一方、最上川の河川敷につきましては、計画

に基づく国の整備、これは浅野議員のご質問に

ございましたフットパスと飛び石、階段、舟通

し水路、船着き場跡は整備を完了いただきまし

たが、長井市が行うとした事業、これは観光交

流センターと一体として整備をするとした河川

緑地公園のことで、これは都市再生整備事業、

今回の観光交流センターと一体で進める予定で

ございましたが、残念ながらなかなか理解を得

ることができずに事業が手つかずの状況でござ

います。計画した時点では都市再生整備計画事

業による整備を想定したわけですが、平成27年

度から制度が変更されまして、事業を実施でき

るエリアが都市計画の建築制限を伴う用途地域

内に限定されてしまったため、河川敷は用途区

域が指定できないということで、都市再生整備

計画事業では実施できない状況になってしまい

ました。国の補助メニューについて調査してお

りますが、今のところ該当する補助メニューが

ないというのが実情でございます。しかしなが

ら、観光交流センターの整備完了後のことを考

えますと、当然計画のエリアをこのまま放置す

るわけにはいかないというふうに考えておりま

す。計画のエリアは大変広いわけでございます

が、平成21年度から23年度にかけて国土交通省

に買収していただいた4.7ヘクタールの予定の

うち２ヘクタールの部分については買収してい

ただいておりますので、今後どのような整備を

していくか検討が必要であると考えており、必

要な調査費等を計上し、国交省のほうにも提案

していきたいと考えているところでございます。 

 今後ともいろいろご提言をいただきたいと思

います。以上でございます。 

○渋谷佐輔議長 竹田利弘総合政策課長。 

○竹田利弘総合政策課長 浅野敏明議員からご質

問のございました地域再生計画の概要と中心市

街地活性化基本計画や立地適正化計画とのかか

わりについてご説明申し上げます。 

 まず最初に、地域再生計画の概要についてご

説明申し上げます。本市の地域再生計画は、地

域の資源や特性を生かしながら人口の社会減の

改善を図ることを目的といたしまして、人口の

転出抑制と転入増加に資する事業を盛り込み、

この１月22日、中心市街地活性化計画とともに

内閣府に一括して申請いたしました。 

 計画の要旨でございますが、長井市の豊かな

水や最上川舟運で栄えた歴史を生かし、中心市

街地への新たな玄関口として観光交流センター

を整備するとともに、民間商業施設の整備を促

進することにより中心市街地のにぎわいを創出

する。また、中心市街地と小さな拠点を結ぶ公

共交通ネットワークの改善により市民の生活利

便性を向上するとともに、インキュベーション

施設整備による地域産業の活性化や住宅取得支

援による移住定住の促進を実施することにより、

人口の社会減の改善を図るものとしております。 

 また、具体的な事業として、地域再生法によ

る国の支援措置を受けるものと、この地域再生

計画法による地域支援措置によらずに市が独自

に実施するものの大きく２つに分けられており

ます。国の支援措置を受ける事業としては、公

共交通ネットワーク維持事業に取り組みます。

これは山形鉄道による公共交通ネットワークを

維持していくため、山形県や沿線市町との連携

により地域公共交通網形成計画を策定し、鉄道

車両の改修や信号設備、枕木等の計画的な整備

を行うもので、国庫補助事業の採択に一定程度

の配慮があるものとされております。 

 また、地域再生法の支援措置によらない事業

としては16事業に取り組みます。具体的には市

営バス運行事業やシティプロモーション事業、
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観光地域づくりプラットホーム構築事業、公共

複合施設整備事業、タス再生整備事業、移住定

住促進事業、小さな拠点整備事業などでござい

ます。 

 次に、地域再生計画と中心市街地活性化基本

計画の関係についてご説明申し上げます。 

 このたびの２つの計画は同時認定の特例を受

けることから、形式上、地域再生計画が中心市

街地活性化基本計画を内包する形となっており

ます。地域再生計画は、人口の社会減の改善に

取り組む市全域に係る計画でございまして、中

心市街地の活性化や周辺部の小さな拠点整備、

その間をつなぐ公共交通の整備等を含み、全体

としてコンパクトで暮らしやすいまちづくりを

目指す内容になっております。 

 最後に、地域再生計画と立地適正化計画の関

係についてご説明申し上げます。 

 先ほども申し上げましたが、地域再生計画は

人口の社会減の改善に取り組むための市全域に

係る計画で、コンパクトで暮らしやすいまちづ

くりを目指しております。立地適正化計画は議

員からございましたように、市町村マスタープ

ランの高度化版と言われておりますもので、コ

ンパクトなまちづくりの具体的な施策を示すも

ので、作成に当たりましては、このたび作成い

たしました地域再生計画を十分に踏まえた内容

になるものと考えております。以上でございま

す。 

○渋谷佐輔議長 渡邊洋男財政課長。 

○渡邊洋男財政課長 お答えいたします。 

 長井市環境基本計画において公用車の購入に

際し、環境への負荷が少ない自動車を優先的に

購入するということが財政課の所管施策とされ

ております。現在、財政課で管理している公用

車両12台ありまして、毎年その達成の度合い、

評価されておりますけども、一番最近の評価と

してはハイブリッド車２台と低燃費車２台の合

計４台を環境への負荷が少ない自動車であると

して、達成率、12台中の４台ということで33％

と評価されてございます。 

 この評価に際しましては、低燃費、低公害も

そうなんですけども、これ以上だと、これ以上

の数字だと該当といった確立された基準がござ

いませんで、計画評価担当の市民課とも協議を

し、低燃費につきましてはＪＣ08モードという

燃費の測定方法あるようですけども、そちらで

リッター当たり20キロメートル以上の車両を仮

定、設定して評価したものでございます。なお、

このＪＣ08モードというのは平成23年度から従

来よく10モード燃費とかっていう言葉あったん

ですけども、それにかわり義務づけられた基準

でございまして、リッター当たり10キロほど走

行キロ数、従来より下がり、より実態に即した

基準とされております。 

 認定されました４台につきましては、いずれ

も新しい更新でございまして、平成21年度秋以

降購入しました５台のうちの４台になります。

ただ１台、26年１月購入の車両につきまして、

カタログ燃費が18キロということでありました

けども、エコカー減税等の当然対象車でござい

まして、近年の車両更新におきましてはおおむ

ね計画目標が反映されていると考えているとこ

ろでございます。残り７台につきましてもいず

れ更新時期を迎えますけども、必要性かつ緊急

性のない車両更新というのは廃車や新車購入の

サイクルを早める意味で、計画本来の趣旨に反

するものであり、今後は車両の状況、状態を見

きわめながら順次車両更新を進めたいと考えて

おります。更新に当たりましては、予算額等へ

の留意は当然ですけども、環境への負荷がより

少ない車両といった定義もさらに研究し、計画

達成を実効のあるものとしたいと考えていると

ころでございます。以上でございます。 

○渋谷佐輔議長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 １つ目の項目、

低炭素のまちづくりにおいて循環型バイオマス
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再生可能エネルギーについてということであり

ますが、市長が施政方針で述べられております

けども、長井市まち・ひと・しごと創生総合戦

略を先導する取り組みとして10のリーディング

プロジェクトを掲げております。その１つに地

域循環創エネルギー事業があります。これまで

長井市が取り組んでいる再生可能エネルギーを

どのように進め、エネルギーの面的利活用の方

策を定めて、あわせて中心市街地を核としたコ

ンパクトなまちづくり、小さな拠点づくりを地

域循環創エネルギーの視点で描く必要があると

考えております。 

 先ほど市長が答弁されておりますが、このた

び創エネルギー、蓄エネルギー、省エネルギー、

これらを機軸とした新しい地域づくりの構想策

定を支援する国交省の調査事業、まち・住ま

い・交通の創蓄省エネルギー化モデル構築支援

事業に申請し、構想書を現在取りまとめて進め

ているところであります。 

 この中では総合戦略のリーディングプロジェ

クト、３つのプロジェクトを推進することに寄

与するためにまとめておりますが、１つは地域

循環創エネルギー事業の実施の具現化のために、

レインボープランの考え方を発展させた方策、

それから２つ目は中心市街地活性化事業実施の

具体化のために、水を生かした創蓄省エネルギ

ーモデル事業、さらに３つ目としまして小さな

拠点の形成の具体化のために、省エネ低炭素交

通システムの構築、これらの３つの事業構想を

掲げておるところでございます。 

 今後はさまざまな自然エネルギーの自給が地

域エリアで進められることによるメリットを生

かして、置賜自給圏推進機構と連携しながら再

生可能エネルギーのポテンシャルエネルギーの

調査研究などを行って、この構想の実現に向け

て検討してまいりたいと考えております。 

 それから２つ目の項目でございますが、コン

パクトなまちづくりについて、循環交通ネット

ワークについてでございます。 

 コンパクトなまちづくりと小さな拠点の形成

を進める上で、利便性の高いコンパクトなまち

と公共交通ネットワークは必要不可欠と認識し

ております。特に鉄道とコミュニティーバスの

連結と効率化、中心エリアで人の回遊を促進す

るパーソナルモビリティーの導入など、低炭素

モビリティーネットワークを構築する上で重要

と考えております。 

 一昨年、昨年に大幅に見直ししました市営バ

スについては、拠点を結ぶ交通、市内を循環す

る交通として交通ネットワークに大きな役割を

担っているものと考えておりますし、より一層

利便性を追求しなければならないと考えており

ます。また、ご提案のありました循環バスの導

入についてですが、先ほどお答えしたまち・住

まい・交通の創蓄省エネルギー化モデル構築支

援事業の構想において、長井市の２つの玄関口

である長井駅、あと観光交流センターからまち

なかへ誘導する方法、まちなか観光、回遊を促

す方法について検討するということにしており

ます。なお、市営バスの運行についてはルート

の変更、停留所の追加、料金変更などを実施す

る場合は、長井市公共交通会議の議論を経て運

輸局への届け出の手続が必要になるということ

でございます。以上でございます。 

○渋谷佐輔議長 鈴木広弥市民課長。 

○鈴木広弥市民課長 お答えします。 

 まず初めに、環境基本計画の中間見直しでご

ざいますけれども、環境基本計画は第３次計画

が平成26年の３月に策定されたばかりでござい

まして、１月に開催された環境審議会でも見直

しについての意見は出ませんでしたので、今の

ところ中間見直しは考えておりません。環境基

本計画では５％削減ということをうたっており

まして、一方、今回のパリ協定では26％削減と

いうことでその差が大きいと、もっと削減に取

り組むべきではないかというのが議員の質問の
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趣旨かと思いますけれども、当方としましては

市町村レベルでは５％削減というのも立派な目

標かなと考えております。実際に温室効果ガス

の削減に取り組む場合、なかなか減らすのが難

しいという現状がございます。といいますのは、

できることはもう既に実施しておりまして、新

たな取り組みとなるとなかなかないということ

があります。 

 例えば県でも地球温暖化防止の取り組みをや

っておるわけですけども、それをちょっと紹介

させていただきますと、県では山形県環境保全

率先実行計画という計画をつくっております。

その計画に基づいて平成21年度を基準年度とし

て温室効果ガス削減に取り組んでいるわけです

けども、電気とかガス、ガソリンとか、それぞ

れの個別目標は削減できたんですけれども、温

室効果ガスそのものは逆にふえるという皮肉な

結果を招いております。というのは、原子力発

電の影響が少なくなった関係でそうなってると

いうふうなことでございます。 

 続きまして、防犯灯のＬＥＤ化でございます

けれども、市内の防犯灯3,030基中2,088基がＬ

ＥＤ化されております。率にすると69％になり

ます。それから公共施設の照明灯のＬＥＤ化で

ございますけれども、市の関係課でもそれに取

り組んでいただいておりまして、教育委員会で

は小学校の改修部分についてＬＥＤ化をやって

おります。長井小、西根小、豊田小の改修部分

がＬＥＤ化されております。あと建設課でこれ

から予定してる（仮称）観光交流センターにつ

いてもＬＥＤ照明が採用されるというふうに聞

いております。あと観光交流センターにはＥＶ

充電器も設置されるというふうなことをお聞き

しております。以上でございます。 

○渋谷佐輔議長 遠藤敏広農林課長。 

○遠藤敏広農林課長 お答えいたします。私から

は、地域バイオマス産業化整備事業、その制度

の概要についてと、認定を受けている自治体は

どの程度あるのか、食品系と木質系、その他に

分けてお答えいたします。 

 まず、バイオマス産業都市構想の制度の概要

についてでございますが、バイオマス産業都市

とは、バイオマスの活用に重点を置いたバイオ

マスタウン構想をさらに発展させ、バイオマス

を活用した産業化に重点を置いた取り組みでご

ざいます。具体的には木質、食品廃棄物、下水

汚泥、家畜排せつ物など、地域のバイオマス原

料生産から収集・運搬、製造・利用までの経済

性が確保された一貫システムを構築し、地域の

バイオマスを活用した産業創出と地域循環型エ

ネルギーの強化により、地域の特色を生かした

バイオマス産業を軸とした環境に優しく災害に

強いまち・むらづくりを目指す地域でございま

す。国では内閣府、総務省、文部科学省、農林

水産省、経済産業省、国土交通省、環境省の計

７府省が共同で応募があった中から地域を選定

し、連携して支援を行います。 

 バイオマス産業都市構想の作成主体は、単独

または複数の市町村であったり、それに都道府

県を加えた共同体、あるいはそれらに民間団体

を加えたものの共同体でも可能となっておりま

す。バイオマス産業都市に選定されますと、構

想の内容に応じて関係府省の施策の活用、各種

制度、規制面での相談・助言などを含め、連携

した支援、例えば農林水産省や国土交通省、環

境省等の補助事業や交付金事業を審査・採択を

受けて実施することが可能となっております。 

 次に、認定を受けている自治体でございます

が、平成25年度に16地域、平成26年度に６地域、

27年度が12地域で計34地域でございます。これ

ら34のうちバイオマス資源を食品系、木質系、

その他に区分いたしますと、単独のバイオマス

資源で発電しているのは、木質系５地区とその

他１地区の計６地区でございまして、残りの28

地区は複数のバイオマス資源となっております。

この28地区のうち食品、木質、その他を利用し
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ているのが17地区、食品と木質を利用している

のが６地区、木質とその他を利用しているのは

４地区、食品とその他を利用しているのが１地

区、こちらは大府市でございます。と数えるこ

とができます。以上でございます。 

○渋谷佐輔議長 青木邦博建設課長。 

○青木邦博建設課長 私からは、次期都市再生整

備計画の策定スケジュールについてお答えいた

します。 

 現在の都市再生整備計画事業は平成28年度が

最終年度となっております。国の制度では最終

年度に事業評価を行うことが義務づけられてお

ります。さらに次期計画に取り組む場合には、

最終年度の事業評価に基づいた計画としなけれ

ばならず、最終年度の翌年度に事業の認可申請

を行う制度になっておりますので、現計画と次

期計画の間に１年間の間隔があくことになりま

す。つまり、平成28年度に事業評価を行い、そ

の評価に基づいた次期計画を準備して平成29年

度に申請し、認可されれば平成30年度からのス

タートということになります。 

 続きまして、新たなかわまちづくり計画につ

いてお答えいたします。 

 平成27年２月に山形河川国道事務所から、豊

田地区からの整備要望に応えるために、かわま

ちづくり支援事業で取り組んではどうかという

打診があり、以降、豊田地区の皆さんと国土交

通省山形河川国道事務所と当市の建設課で協議

を進めてまいりました。豊田地区では地区民に

よる活用検討委員会が設置され、平成28年１月

24日に地元としての計画が完成しております。

今後、国のかわまちづくり支援事業を受けてい

くためには、豊田地区の計画をもとにしつつ、

河川管理者である国、利活用の主体である地元、

計画の認可を申請する長井市の３者が連携して、

制度の認可要件を考慮した上で国に対して現在

のかわまちづくり計画を変更するという申請を

行っていくことになります。現在３者による協

議を行っておりますが、国の調整会議の時期が

８月ということでございますので、そこに間に

合うように進めていきたいと考えております。 

 私からは以上でございます。 

○渋谷佐輔議長 ２番、浅野敏明議員。 

○２番 浅野敏明議員 それぞれありがとうござ

いました。ちょっと時間もございませんので、

一つだけ循環交通ネットワークですけども、ヨ

ークベニマルが撤退したことによって、特に中

央地区のお年寄りの方の買い物ができないとい

う声が非常に多くあります。それで循環バス、

ワンコインバスで試験的にやることをぜひ検討

していただきたいと要望をお願いしまして、質

問を終わりたいと思います。ありがとうござい

ました。 

 

 

 渡部秀樹議員の質問 

 

 

○渋谷佐輔議長 次に、順位12番、議席番号７番、

渡部秀樹議員。 

  （７番渡部秀樹議員登壇） 

○７番 渡部秀樹議員 お疲れさまでございます。

早いもので早春を迎え、気温も徐々に上がり、

雪解けが進む季節となっておりますが、本定例

会開催中の議場内でもマスク着用者の姿が目立

ち、そして市内にお住まいの皆様のご健康を壇

上よりお祈りいたしております。 

 また、明後日３月10日木曜日は山形県国公立

高校入試が実施されます。市内の全受験生が風

邪を引かずに最後の最後まで勉強に励み、志望

校に合格していただきたいものであります。あ

わせてお祈り申し上げる次第であります。 

 さて、先日、最上川リバーツーリズムネット

ワーク主催の冬の清流ウォーキングのガイドを

させていただきました。美しい青空のもと、市

内外のお客様を迎え、野川まなび館周囲をかん 


